
�愛媛県規則第８号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料）

第７条 省略

２ 前項の売りさばき手数料の額は、売りさばき人が当該年度内に

買い受けた県税証紙等の額（還付を請求した額があるときは、当

（手数料）

第７条 省略

２ 前項の売りさばき手数料の額は、売りさばき人が当該年度内に

買い受けた県税証紙等の額（還付を請求した額があるときは、当
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該還付請求額を控除した額）の累計額を次表左欄に掲げる金額の

区分によつて区分し、これに当該区分に応ずる同表の右欄に掲げ

る率を乗じて得た額の合計額に１００分の１０８を乗じて得た額から当

該年度において既に交付した売りさばき手数料の額を控除した額

とする。

該還付請求額を控除した額）の累計額を次表左欄に掲げる金額の

区分によつて区分し、これに当該区分に応ずる同表の右欄に掲げ

る率を乗じて得た額の合計額に１００分の１０５を乗じて得た額から当

該年度において既に交付した売りさばき手数料の額を控除した額

とする。

省略 省略

３ 省略 ３ 省略

附 則

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例施行規則第７条第２項の規定は、この規則の施行の日以後の県税証紙等の買受けに係る売りさばき手

数料の額について適用し、同日前の県税証紙等の買受けに係る売りさばき手数料の額については、なお従前の例による。

��������������
�愛媛県規則第９号
愛媛県国民健康保険調整交付金の交付額の算定に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県国民健康保険調整交付金の交付額の算定に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県国民健康保険調整交付金の交付額の算定に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県国民健康保険調整交付金の交付額の算定に関する規則（平成１７年愛媛県規則第７０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（普通調整交付金の交付）

第２条 条例第２条第２項の規定により交付する普通調整交付金

は、各市町につき、次の各号に掲げる額の合算額に１００分の６を

乗じて得た額を、知事の定めるところにより、予算の範囲内で交

付する。

� 国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令（昭

和３８年厚生省令第１０号。以下「算定省令」という。）第４条第

１項第１号イに掲げる額から前々年度の基準超過費用額（医療

保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を

改正する法律の施行に伴う関係省令の整備に関する省令（平成

２２年厚生労働省令第７１号）第３条の規定による改正前の同号ロ

に規定する基準超過費用額をいう。以下同じ。）及び当該年度

の基礎賦課額に係る繰入金（同号ロに規定する基礎賦課額に係

る繰入金をいう。以下同じ。）の２分の１に相当する額を控除

した額

�・� 省略

２ 省略

附 則

（退職被保険者等所属市町の調整交付金の特例）

７ 法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等所属市町村（以

下「退職被保険者等所属市町」という。）について、第２条第１

項各号又は第２項の規定を適用する場合においては、同条第１項

第１号中「第４条第１項第１号イ」とあるのは「附則第２条の規

定により読み替えられた算定省令第４条第１項第１号イ」と、

「）第３条の規定による改正前の同号ロ」とあるのは「。以下

「整備省令」という。）第３条の規定による改正前の算定省令附

則第２条の規定により読み替えられた整備省令第３条の規定によ

る改正前の算定省令第４条第１項第１号ロ」と、「（同号ロ」と

（普通調整交付金の交付）

第２条 条例第２条第２項の規定により交付する普通調整交付金

は、各市町につき、次の各号に掲げる額の合算額に１００分の６を

乗じて得た額を、知事の定めるところにより、予算の範囲内で交

付する。

� 国民健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令（昭

和３８年厚生省令第１０号。以下「算定省令」という。）第４条第

１項第１号イに掲げる額から前々年度の基準超過費用額（医療

保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を

改正する法律の施行に伴う関係省令の整備に関する省令（平成

２２年厚生労働省令第７１号）第３条の規定による改正前の同号ロ

に規定する基準超過費用額をいう。以下同じ。）及び当該年度

の基礎賦課額に係る繰入金（同号ロに規定する基礎賦課額に係

る繰入金をいう。以下同じ。）の２分の１に相当する額を控除

した額

�・� 省略

２ 省略

附 則

（退職被保険者等所属市町の調整交付金の特例）

７ 法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等所属市町村（以

下「退職被保険者等所属市町」という。）について、第２条第１

項各号又は第２項の規定を適用する場合においては、同条第１項

第１号中「第４条第１項第１号イ」とあるのは「附則第２条の規

定により読み替えられた算定省令第４条第１項第１号イ」と、

「）第３条の規定による改正前の同号ロ」とあるのは「。以下

「整備省令」という。）第３条の規定による改正前の算定省令附

則第２条の規定により読み替えられた整備省令第３条の規定によ

る改正前の算定省令第４条第１項第１号ロ」と、「（同号ロ」と

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２６年３月２８日 第２５５７号
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あるのは「（算定省令附則第２条の規定により読み替えられた算

定省令第４条第１項第１号ロ」と、同条第１項第２号中「算定省

令」とあるのは「算定省令附則第２条の規定により読み替えられ

た算定省令」と、同条第１項第３号中「同号ロ」とあるのは「算

定省令附則第２条の規定により読み替えられた算定省令第４条第

１項第３号ロ」と、同条第２項中「同条第２項から第７項まで」

とあるのは「同条第３項並びに算定省令附則第２条の規定により

読み替えられた算定省令第４条第２項及び第４項から第７項ま

で」と、前項中「第４条第２項から第７項まで」とあるのは「第

４条第３項並びに算定省令附則第２条の規定により読み替えられ

た算定省令第４条第２項及び第４項から第７項まで」とする。

（病床転換支援金等を納付する市町の調整交付金の特例）

８ 平成３０年３月３１日までの間、市町（退職被保険者等所属市町を

除く。）について、第２条第１項各号の規定を適用する場合にお

いては、同項第２号中「算定省令」とあるのは、「算定省令附則

第３条第１項の規定により読み替えられた算定省令」とする。

９ 平成３０年３月３１日までの間、退職被保険者等所属市町につい

て、附則第７項の規定により読み替えられた第２条第１項各号の

規定を適用する場合においては、同項第２号中「算定省令附則第

２条」とあるのは、「算定省令附則第３条第２項の規定により読

み替えられた、算定省令附則第２条」とする。

（平成２２年度から平成２６年度までの各年度における調整交付金の

算定方法の特例）

１０ 平成２２年度から平成２６年度までの各年度において、第２条第１

項各号の規定を適用する場合においては、同項第１号中「（同号

ロ」とあるのは「（算定省令附則第４条（同条の表第４条第１項

第１号ロの部掲げる額の項を除く。）の規定により読み替えられ

た算定省令第４条第１項第１号ロ」と、同条第１項第２号中「同

号ロ」とあるのは「算定省令附則第４条の規定により読み替えら

れた算定省令第４条第１項第２号ロ」と、同条第１項第３号中

「同号ロ」とあるのは「算定省令附則第４条の規定により読み替

えられた算定省令第４条第１項第３号ロ」とする。

（愛媛県国民健康保険調整交付金の交付額の算定に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

第２条 愛媛県国民健康保険調整交付金の交付額の算定に関する規則の一部を改正する規則（平成２０年愛媛県規則第６４号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

３ 平成２０年度から平成２６年度までの間において、市町（退職被保

険者等所属市町（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）附則

第７条第１項に規定する退職被保険者等所属市町村をいう。以下

同じ。）を除く。）について、愛媛県国民健康保険調整交付金の

交付額の算定に関する規則（以下「算定規則」という。）附則第

８項の規定により読み替えられた第２条第１項各号の規定を適用

する場合においては、同項第１号中「国民健康保険の調整交付金

の交付額の算定に関する省令」とあるのは、「健康保険法施行規

則等の一部を改正する省令（平成２０年厚生労働省令第７７号）附則

第１１条第２項の規定により読み替えられた国民健康保険の調整交

付金の交付額の算定に関する省令」とする。

附 則

（経過措置）

３ 平成２０年度から平成２３年度までの間において、市町（退職被保

険者等所属市町（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）附則

第７条第１項に規定する退職被保険者等所属市町村をいう。以下

同じ。）を除く。）について、新規則

附則第

８項の規定により読み替えられた第２条第１項各号の規定を適用

する場合においては、同項第１号中「国民健康保険の調整交付金

の交付額の算定に関する省令」とあるのは、「健康保険法施行規

則等の一部を改正する省令（平成２０年厚生労働省令第７７号）附則

第１１条第２項の規定により読み替えられた国民健康保険の調整交

付金の交付額の算定に関する省令」とする。

あるのは「（算定省令附則第２条の規定により読み替えられた算

定省令第４条第１項第１号ロ」と、同条第１項第２号中「算定省

令」とあるのは「算定省令附則第２条の規定により読み替えられ

た算定省令」と、同条第１項第３号中「同号ロ」とあるのは「算

定省令附則第２条の規定により読み替えられた算定省令第４条第

１項第３号ロ」と、同条第２項中「同条第２項から第７項まで」

とあるのは「同条第３項並びに算定省令附則第２条の規定により

読み替えられた算定省令第４条第２項及び第４項から第７項ま

で」と、前項中「第４条第２項から第７項まで」とあるのは「第

４条第３項並びに算定省令附則第２条の規定により読み替えられ

た算定省令第４条第２項及び第４項から第７項まで」とする。

（病床転換支援金等を納付する市町の調整交付金の特例）

８ 平成２５年３月３１日までの間、市町（退職被保険者等所属市町を

除く。）について、第２条第１項各号の規定を適用する場合にお

いては、同項第２号中「算定省令」とあるのは、「算定省令附則

第３条第１項の規定により読み替えられた算定省令」とする。

９ 平成２５年３月３１日までの間、退職被保険者等所属市町につい

て、附則第７項の規定により読み替えられた第２条第１項各号の

規定を適用する場合においては、同項第２号中「算定省令附則第

２条」とあるのは、「算定省令附則第３条第２項の規定により読

み替えられた、算定省令附則第２条」とする。

（平成２２年度から平成２５年度までの各年度における調整交付金の

算定方法の特例）

１０ 平成２２年度から平成２５年度までの各年度において、第２条第１

項各号の規定を適用する場合においては、同項第１号中「（同号

ロ」とあるのは「（算定省令附則第４条（同条の表第４条第１項

第１号ロの部掲げる額の項を除く。）の規定により読み替えられ

た算定省令第４条第１項第１号ロ」と、同条第１項第２号中「同

号ロ」とあるのは「算定省令附則第４条の規定により読み替えら

れた算定省令第４条第１項第２号ロ」と、同条第１項第３号中

「同号ロ」とあるのは「算定省令附則第４条の規定により読み替

えられた算定省令第４条第１項第３号ロ」とする。
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７ 平成２３年度から平成２６年度までの間において、退職被保険者等

所属市町について、算定規則附則第９項の規定により読み替えら

れた、算定規則附則第７項の規定により読み替えられた第２条第

１項各号の規定を適用する場合においては、同項第１号中「国民

健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令」とあるの

は、「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２０年厚

生労働省令第７７号）附則第１１条第６項の規定により読み替えて準

用される同条第３項の規定により読み替えられた国民健康保険の

調整交付金の交付額の算定に関する省令」とする。

７ 平成２３年度から平成２６年度までの間において、退職被保険者等

所属市町について、新規則 附則第９項の規定により読み替えら

れた、新規則 附則第７項の規定により読み替えられた第２条第

１項各号の規定を適用する場合においては、同項第１号中「国民

健康保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令」とあるの

は、「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２０年厚

生労働省令第７７号）附則第１１条第６項の規定により読み替えて準

用される同条第３項の規定により読み替えられた国民健康保険の

調整交付金の交付額の算定に関する省令」とする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県規則第１０号
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則の一部を改正する規則

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則（平成１２年愛媛県規則第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第２条関係） 被爆者一般疾病医療機関指定申請書

様式第１号（その１）

様式第１号（第２条関係） 被爆者一般疾病医療機関指定申請書

様式第１号（その１）

省略 省略

健康保険法（大正１１年法律第７０

号）第６３条第３項第１号の規定に

よる指定の有無（□有 □無）

指定年月日 年 月 日

保 険 医 療 機 関 コ ー ド

（ ）

健康保険法（大正１１年法律第７０

号）第４３条の３第１項の規定によ

る指定の有無（□有 □無）

指定年月日 年 月 日

保 険 医 療 機 関 コ ー ド

（ ）

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第４８条第１項第３号の規定に

よる指定の有無（□有 □無）

指定年月日

年 月 日

介護保険事業所番号

（ ）

介護保険法第７２条第１項本文の規

定による同法第４１条第１項本文の

指定の有無（□有 □無）

感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）第３８条第２項の規

定による指定の有無 指定年月日 年 月 日

指定番号（ ）□有 □無�
�
�
�
�
�
�

□第一種感染症指定医療機関

�
�
�
�
�
�
�

□第二種感染症指定医療機関

□結核指定医療機関

省略 省略

注 省略

様式第１号（その２）

注 省略

様式第１号（その２）

省略 省略
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則様式第１号の規定による被爆者一般

疾病医療機関指定申請書は、改正後の原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則様式第１号の規定による被爆者一般疾病医療機

関指定申請書とみなす。

��������������
�愛媛県規則第１１号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８年愛媛県規則第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

健康保険法（大正１１年法律第７０

号）第８８条第１項 の規定によ

る指定の有無

（□有 □無）

省略 健康保険法（大正１１年法律第７０

号）第４４条の４第１項の規定によ

る指定の有無

（□有 □無）

省略

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第４１条第１項本文の規定によ

る指定の有無

（□有 □無）

省略

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第４１条第１項本文の規定によ

る指定の有無

（□有 □無）

省略

介護保険法第５３条第１項本文の規

定による指定の有無

（□有 □無）

省略 省略

注 省略

様式第１号（その３）

注 省略

様式第１号（その３）

省略 省略

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第９４条第１項の規定による許

可の有無

（□有 □無）

許可年月日

年 月 日

介護保険事業所番号

（ ）

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第９４条第１項の規定による許

可の有無

（□有 □無）

許可（指定）年月日

年 月 日

介護保険事業所番号

（ ）

介護保険法第７２条第１項本文の規

定による同法第４１条第１項本文の

指定の有無

（□有 □無）

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左 欄 右欄 項 左 欄 右欄

１ 省

略

１ 省

略

省令第３４条の７第１項及び第３項、第３４条の８

第１項及び第２項、第３４条の９第１項及び第２

省略 省令第３４条の７第１項及び第３項、第３４条の８

第１項及び第２項、第３４条の９第１項及び第２

省略
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２

項、第３４条の１１第１項及び第２項、第３４条の１２

第１項及び第２項

、第３４条の１４第１項及び第２項、第３４条の１５

第１項及び第２項、第３４条の１６第１項及び第２

項、第３４条の１７第１項及び第２項、第３４条の１８

第１項及び第２項、第３４条の１９第１項及び第２

項、第３４条の２４第１項及び第２項並びに第３４条

の５７第１項及び第２項の申請書

２

項、第３４条の１１第１項及び第２項、第３４条の１２

第１項及び第２項、第３４条の１３第１項及び第２

項、第３４条の１４第１項及び第２項、第３４条の１５

第１項及び第２項、第３４条の１６第１項及び第２

項、第３４条の１７第１項及び第２項、第３４条の１８

第１項及び第２項、第３４条の１９第１項及び第２

項、第３４条の２４第１項及び第２項並びに第３４条

の５７第１項及び第２項の申請書

３～１０

省略

３～１０

省略

様式第２号（第２条、様式第３号関係） 指定障害福祉サービス事

業者（指定障害者支援施設・指定一般相談支援事業者）指定（更

新）申請書

様式第２号（第２条、様式第３号関係） 指定障害福祉サービス事

業者（指定障害者支援施設・指定一般相談支援事業者）指定（更

新）申請書

省略 省略

注 省略

別紙１

（その１） 居宅介護事業者等の指定に係る審査事項

注 省略

別紙１

（その１） 居宅介護事業者等の指定に係る審査事項

省略 省略

主な

掲示

事項

省略

主な

掲示

事項

省略

主た

る対

象者

居宅介護
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □障害児

□精神障害者 □難病患者等

主た

る対

象者

居宅介護
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □障害児

□精神障害者 □難病患者等

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２） 出張所用の審査事項

注 省略

（その２） 出張所用の審査事項

省略 省略

主な

掲示

事項

省略

主な

掲示

事項

省略

主た

る対

象者

居宅介護
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □障害児

□精神障害者 □難病患者等

主た

る対

象者

居宅介護
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □障害児

□精神障害者 □難病患者等

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙２ 省略

別紙３

（その１） 生活介護事業者の指定に係る審査事項

注 省略

別紙２ 省略

別紙３

（その１） 生活介護事業者の指定に係る審査事項

省略 省略

利 用 者 の 推 定 数

又は前年度の平均値
（人）

事業所が申告する障害支援区分の平均値 利 用 者 の 推 定 数

又は前年度の平均値
（人）

施設 が申告する障害程度区分の平均値

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略
主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

省略 主た

る対

象者

省略

□知的障

害者

□精神障

害者

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項
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省略 省略

利 用 者 の 推 定 数

又は前年度の平均値
（人）

事業所が申告する障害支援区分の平均値 利 用 者 の 推 定 数

又は前年度の平均値
（人）

施設 が申告する障害程度区分の平均値

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略
主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

省略 主た

る対

象者

省略

□知的障

害者

□精神障

害者

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙４ 短期入所事業者の指定に係る審査事項

注 省略

別紙４ 短期入所事業者の指定に係る審査事項

省略 省略

主な

掲示

事項

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □障害児

□精神障害者 □難病患者等

主な

掲示

事項

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □障害児

□精神障害者 □難病患者等

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙５ 省略

別紙６

（その１） □ 介護サービス包括型共同生活援助事業者

□ 外部サービス利用型共同生活援助事業者
の指定

に係る審査事項

注 省略

別紙５ 省略

別紙６

（その１） □ 共同生活介護事業者（ケアホーム）

□ 共同生活援助事業者（グループホーム）
の指定

に係る審査事項

省略 省略

利用定員数

利用者の推

定数又は前

年度の平均

値

各事業の利

用定員数

共同生活介護事業
各事業の利

用者の推定

数又は前年

度の平均値

共同生活介護事業

共同生活援助事業 共同生活援助事業

省略 省略

居宅介護従業者の外部委託の予定 □有 （月 時間） □無

居宅介護従業者の外部委託の予定 □有 （月 時間） □無
受託居宅介護サービス事業者

事業者の名称

事 業 者 の

所 在 地

（郵便番号 － ）

事業所の名称

事 業 所 の

所 在 地

（郵便番号 － ）

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「 利用者の推定数又は前年度の平均値」の欄

は、更新申請の場合にあっては、前年度の平均利用者数を

記入すること。

５・６ 省略

７ 「居宅介護従業者の外部委託の予定」の欄は、介護サー

ビス包括型共同生活援助事業者の指定の申請をする場合に

記入すること。

８ 「受託居宅介護サービス事業者」の欄は、外部サービス

利用型共同生活援助事業者の指定の申請をする場合に記入

すること。

９ 省略

１０ 省略

注１～３ 省略

４ 「各事業の利用者の推定数又は前年度の平均値」の欄

は、更新申請の場合にあっては、前年度の平均利用者数を

記入すること。

５・６ 省略

７ 省略

８ 省略
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１１ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 外部サービス利用型共同生活援助事業者の指定の申請

をする場合は、受託居宅介護サービス事業者との契約の

内容を記載した書類

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（その２）

枚中 枚目

９ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（その２）

共
同
生
活
住
居

）

本
体
住
居）

省略 省略

グループホーム に供する建物の形態
共

同

生

活

住

居

①

グループホーム（ケアホーム）に供する建物の形態

省略 省略

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等
主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

省略 省略

省略 省略

サ
テ
ラ
イ
ト
型
住
居
①

グループホーム に供する建物の形態 グループホーム（ケアホーム）に供する建物の形態

省略 共

同

生

活

住

居

�

省略

居 室 の 床 面 積 平方メートル 住居の利用定員数 人 利 用 者 の 推 定 数 人

居 室 数 室（うち個室 室）
本 体 住 居 と の 距 離 キロメートル

入居者１人当たりの居室の最小床面積 平方メートル

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等
主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

省略 省略

省略 省略

サ
テ
ラ
イ
ト
型
住
居
②

グループホーム に供する建物の形態
共

同

生

活

住

居

	

グループホーム（ケアホーム）に供する建物の形態

省略 省略

居 室 の 床 面 積 平方メートル 住居の利用定員数 人 利 用 者 の 推 定 数 人

本 体 住 居 と の 距 離 キロメートル
居 室 数 室（うち個室 室）

入居者１人当たりの居室の最小床面積 平方メートル

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等
主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

省略 省略

注１ 省略

２ 本体住居ごとに提出すること。

３ 省略

４ 「サテライト型住居」の欄は、愛媛県指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２４年愛媛県条例第５３号）第１９８条第１０項に規

定するサテライト型住居を設置する場合に記入すること。

５ 省略

別紙７

（その１） □ 介護サービス包括型共同生活援助事業者（地域

□ 外部サービス利用型共同生活援助事業者（地域

移行型ホーム）

移行型ホーム）
の指定に係る審査事項

注１ 省略

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 省略

４ 省略

別紙７

（その１） □ 共同生活介護事業者（地域移行型ホーム）

□ 共同生活援助事業者（地域移行型ホーム）
の指

定に係る審査事項
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省略 省略

利用定員数

利用者の推

定数又は前

年度の平均

値

各事業の利

用定員数

共同生活介護事業

（地域移行型ホーム）

各事業の利

用者の推定

数又は前年

度の平均値

共同生活介護事業

（地域移行型ホーム）

共同生活援助事業

（地域移行型ホーム）

共同生活援助事業

（地域移行型ホーム）

省略 省略

居宅介護従業者の外部委託の予定 □有 （月 時間） □無

居宅介護従業者の外部委託の予定 □有 （月 時間） □無
受託居宅介護サービス事業者

事業者の名称

事 業 者 の

所 在 地

（郵便番号 － ）

事業所の名称

事 業 所 の

所 在 地

（郵便番号 － ）

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「 利用者の推定数又は前年度の平均値」の欄

は、更新申請の場合にあっては、前年度の平均利用者数を

記入すること。

５・６ 省略

７ 「居宅介護従業者の外部委託の予定」の欄は、介護サー

ビス包括型共同生活援助事業者の指定の申請をする場合に

記入すること。

８ 「受託居宅介護サービス事業者」の欄は、外部サービス

利用型共同生活援助事業者の指定の申請をする場合に記入

すること。

９ 省略

１０ 省略

１１ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 外部サービス利用型共同生活援助事業者の指定の申請

をする場合は、受託居宅介護サービス事業者との契約の

内容を記載した書類

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（その２）

枚中 枚目

注１～３ 省略

４ 「各事業の利用者の推定数又は前年度の平均値」の欄

は、更新申請の場合にあっては、前年度の平均利用者数を

記入すること。

５・６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（その２）

共
同
生
活
住
居

）

本
体
住
居）

省略 省略

地域移行型ホームに供する建物の形態
共

同

生

活

住

居

①

地域移行型ホームに供する建物の形態

省略 省略

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等
主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

省略 省略

省略 省略

サ
テ
ラ
イ

地域移行型ホームに供する建物の形態
共
同
生
活

地域移行型ホームに供する建物の形態

省略 省略

居 室 の 床 面 積 平方メートル 住居の利用定員数 人 利 用 者 の 推 定 数 人
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ト
型
住
居
①

本 体 住 居 と の 距 離 キロメートル

住

居

②

居 室 数 室（うち個室 室）

入居者１人当たりの居室の最小床面積 平方メートル

主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等

省略省略

省略省略

共

同

生

活

住

居

�

地域移行型ホームに供する建物の形態
サ
テ
ラ
イ
ト
型
住
居
②

地域移行型ホームに供する建物の形態

省略省略

住居の利用定員数 人 利 用 者 の 推 定 数 人居 室 の 床 面 積 平方メートル

居 室 数 室（うち個室 室）
本 体 住 居 と の 距 離 キロメートル

入居者１人当たりの居室の最小床面積 平方メートル

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等
主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

省略 省略

注１ 省略

２ 本体住居ごとに提出すること。

３ 省略

４ 「サテライト型住居」の欄は、愛媛県指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２４年愛媛県条例第５３号）第１９８条第１０項に規

定するサテライト型住居を設置する場合に記入すること。

５ 省略

別紙７の２

（その１） □ 介護サービス包括型共同生活援助事業者

□ 外部サービス利用型共同生活援助事業者
の指定

に係る審査事項

注１ 省略

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 省略

４ 省略

別紙７の２

（その１） □ 経過的居宅介護利用型共同生活介護事業者

□ 共同生活援助事業者（グループホーム）
の

指定に係る審査事項

省略 省略

利用定員数

利用者の推

定数又は前

年度の平均

値

各事業の利

用定員数

経過的居宅介護利用型

共同生活介護事業

各事業の利

用者の推定

数又は前年

度の平均値

経過的居宅介護利用型

共同生活介護事業

共同生活援助事業

（グループホーム）

共同生活援助事業

（グループホーム）

省略 省略

同一敷地内にある入所施設又は病院

の名称及び所在地

平成１８年９月３０日において、居宅介護（身体介護・家事

援助・日常生活支援）を利用している利用者数
人

居宅介護従業者の外部委託の予定 □有 （月 時間） □無

受託居宅介護サービス事業者

事業者の名称

事 業 者 の

所 在 地

（郵便番号 － ）

事業所の名称

事 業 所 の

所 在 地

（郵便番号 － ）

省略 省略

注１ この審査事項は、愛媛県指定障害福祉サービスの事業等

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

２４年愛媛県条例第５３号）附則第１３項の規定の適用を受ける

場合に提出すること。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

注１ 省略

２ 省略
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５ 「 利用者の推定数又は前年度の平均値」の欄

は、更新申請の場合にあっては、前年度の平均利用者数を

記入すること。

６ 省略

７ 省略

８ 「居宅介護従業者の外部委託の予定」の欄は、介護サー

ビス包括型共同生活援助事業者の指定の申請をする場合に

記入すること。

９ 「受託居宅介護サービス事業者」の欄は、外部サービス

利用型共同生活援助事業者の指定の申請をする場合に記入

すること。

１０ 省略

１１ 省略

１２ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 外部サービス利用型共同生活援助事業者の指定の申請

をする場合は、受託居宅介護サービス事業者との契約の

内容を記載した書類

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（その２）

枚中 枚目

４ 「各事業の利用者の推定数又は前年度の平均値」の欄

は、更新申請の場合にあっては、前年度の平均利用者数を

記入すること。

５ 省略

６ 省略

７ 生活支援員又はサービス管理責任者を置かない場合にあ

っては、平成１８年９月３０日において、指定共同生活援助事

業所に入居していた者のうち、居宅介護を利用していた者

のサービス提供実績記録表の写しを添付すること。

８ 省略

９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（その２）

共
同
生
活
住
居

）

本
体
住
居）

省略 省略

グループホーム に供する建物の形態 共

同

生

活

住

居

①

経過的居宅介護利用型ケアホーム（グループホーム）に供する建物の形態

省略 省略

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等
主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

省略 省略

省略 省略

サ
テ
ラ
イ
ト
型
住
居
①

グループホーム に供する建物の形態 経過的居宅介護利用型ケアホーム（グループホーム）に供する建物の形態

省略 共

同

生

活

住

居

�

省略

居 室 の 床 面 積 平方メートル 住居の利用定員数 人 利 用 者 の 推 定 数 人

本 体 住 居 と の 距 離 キロメートル
居 室 数 室（うち個室 室）

入居者１人当たりの居室の最小床面積 平方メートル

主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等

省略省略

省略省略

共

同

生

活

住

居

	

経過的居宅介護利用型ケアホーム（グループホーム）に供する建物の形態グループホーム に供する建物の形態

省略サ

テ

ラ

イ

ト

型

省略

住居の利用定員数 人 利 用 者 の 推 定 数 人居 室 の 床 面 積 平方メートル

居 室 数 室（うち個室 室）
本 体 住 居 と の 距 離 キロメートル

入居者１人当たりの居室の最小床面積 平方メートル
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住
居
②

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者 □

難病患者等
主たる対象者 □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

省略 省略

注１ 省略

２ 本体住居ごとに提出すること。

３ 省略

４ 「サテライト型住居」の欄は、愛媛県指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２４年愛媛県条例第５３号）第１９８条第１０項に規

定するサテライト型住居を設置する場合に記入すること。

５ 省略

別紙８

（その１） 自立訓練（機能訓練）事業者の指定に係る審査事項

注１ 省略

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 省略

４ 省略

別紙８

（その１） 自立訓練（機能訓練）事業者の指定に係る審査事項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略
主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

省略 主た

る対

象者

省略

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略
主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

省略 主た

る対

象者

省略

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙９

（その１） 自立訓練（生活訓練）事業者の指定に係る審査事項

注 省略

別紙９

（その１） 自立訓練（生活訓練）事業者の指定に係る審査事項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略

主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

□特定なし □知的障害者 □精神障害者

主た

る対

象者

□特定な

し

□身体障害者

□細分な

し

□肢体不

自由

□視覚障

害

□聴覚・

言語

□内部障

害

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

省略 省略
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主

な

掲

示

事

項

主た

る対

象者

□特定なし □知的障害者 □精神障害者

主

な

掲

示

事

項

主た

る対

象者

□特定な

し

□身体障害者

□細分な

し

□肢体不

自由

□視覚障

害

□聴覚・

言語

□内部障

害

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙１０

（その１） 就労移行支援事業者の指定に係る審査事項

省略

注 省略

別紙１０

（その１） 就労移行支援事業者の指定に係る審査事項

省略

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略
主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

省略 主た

る対

象者

省略

□知的障

害者

□精神障

害者

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略
主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

省略 主た

る対

象者

省略

□知的障

害者

□精神障

害者

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙１１

（その１） 就労継続支援事業者の指定に係る審査事項

省略

注 省略

別紙１１

（その１） 就労継続支援事業者の指定に係る審査事項

省略

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略
主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

省略 主た

る対

象者

省略

□知的障

害者

□精神障

害者

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

省略 省略
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主

な

掲

示

事

項

主た

る対

象者

省略

主

な

掲

示

事

項

主た

る対

象者

省略

□知的障

害者

□精神障

害者

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙１２ 指定障害福祉サービス事業者に係る多機能型による事業

を実施する場合の審査事項（総括表） ○多

注 省略

別紙１２ 指定障害福祉サービス事業者に係る多機能型による事業

を実施する場合の審査事項（総括表） ○多

省略 省略

主たる対

象とする

障害の種

類

□ 特

定 な

し

□身体障害者
□ 知

的 障

害者

□ 精

神 障

害者

□ 難

病 患

者等

主たる対

象とする

障害の種

類

□なし

□身体障害者

□知的

障害者

□精神

障害者

□ 細

分 な

し

□ 肢

体 不

自由

□ 視

覚 障

害

□ 聴

覚 ・

言語

□ 内

部 障

害

□細分

無し

□肢体

不自由

□視覚

障害

□聴覚

・言語

□内部

障害

生活介護を行う場合
事業所が申告する障害支援区分の平均値

生活介護を行う場合
事業所が申告する障害程度区分の平均値

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙１３

（その１） 障害者支援施設の指定に係る審査事項

注 省略

別紙１３

（その１） 障害者支援施設の指定に係る審査事項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

主た

る対

象者

省略 主

な

掲

示

事

項

主た

る対

象者

省略

□知的障

害者

□精神障

害者

□難病患

者等

□知的障

害者

□精神障

害者

省略 省略

注 省略

（その２） 昼間実施サービス及び施設入所支援に係る審査事項

注 省略

（その２） 昼間実施サービス及び施設入所支援に係る審査事項

省略 省略

生活介護を行う場合
施設が申告する障害支援区分の平均値

生活介護を行う場合
施設が申告する障害程度区分の平均値

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その３） 省略

別紙１４ 一般相談支援事業者の指定に係る審査事項

省略

注 省略

（その３） 省略

別紙１４ 一般相談支援事業者の指定に係る審査事項

省略

省略 省略

主な掲

示事項

省略

主な掲

示事項

省略

主たる対象者
□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

□難病患者等
主たる対象者

□特定なし □身体障害者 □知的障害者 □精神障害者

□難病患者等

省略 省略

省略 省略
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附 則

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則様式第２号及び

様式第７号の規定による書類は、改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則様式第２号及び様式第

７号の規定による書類とみなす。

��������������
�愛媛県規則第１２号
愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県身体障害者福祉法施行細則（昭和３４年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

総 括 表

省略

⑤ 総合所見

［将来再認定 要（ 年 月）・不要］

［再認定が必要な場合はその理由（ ）］

省略

省略

心臓の機能障害の状況及び所見（１８歳以上用）

省略

１～４ 省略

５ ペースメーカ （有・無）

省略

６ ペースメーカの適応度 （クラスⅠ・クラスⅡ・クラス

Ⅲ）

７ 身体活動能力（運動強度） （ メッツ）

省略

別紙 省略

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

総 括 表

省略

⑤ 総合所見

［将来再認定 要（ 年 月）・不要］

省略

省略

心臓の機能障害の状況及び所見（１８歳以上用）

省略

１～４ 省略

５ 人工ペースメーカー （有・無）

省略

省略

別紙 省略

注 省略

様式第７号（第２条、様式第６号関係） 自立支援医療（精神通院

医療）診断書

注 省略

様式第７号（第２条、様式第６号関係） 自立支援医療（精神通院

医療）診断書

省略 省略

７ 現在の

障害福祉

サービス

等の利用

状況

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）に規定する自立訓練（生活訓練）、共同生

活援助（グループホーム）、共同生活介護（ケアホーム）、居宅介

護（ホームヘルプ）、その他の障害福祉サービス等、訪問指導等）

７ 現在の

障害福祉

サービス

等の利用

状況

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）に規定する自立訓練（生活訓練）、共同生

活援助（グループホーム）、共同生活介護（ケアホーム）、居宅介

護（ホームヘルプ）、その他の障害福祉サービス等、訪問指導等）

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２６年３月２８日 第２５５７号

２０８



附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県身体障害者福祉法施行細則様式第３の規定は、この規則の施行の日以後の診断に係る書類について適用し、同日前の診

断に係る書類については、なお従前の例による。

３ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県身体障害者福祉法施行細則様式第３の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して

使用することができる

�愛媛県告示第３７７号
愛媛県報一般広告規程（昭和３１年１１月愛媛県告示第７２４号）は、

平成２６年３月３１日限り廃止する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３７８号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

市立八幡浜総合
病院

八幡浜市大平１番耕地６３８
番地 八幡浜市

平成２９年
３月２７日
まで

�������
�愛媛県告示第３７９号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

瀬戸内海病院 今治市北宝来町二丁目４
番地９

社会医療法人生
きる会

平成２９年
３月２５日
まで

�愛媛県告示第３８０号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８１号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

告 示

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指 定 障 害 児
通所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所の
所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０５００１３７ 株式会社鎌倉総合企画 香川県木田郡三木町大
字氷上４０６番地７ 鎌 倉 圭 佑 放課後等デイ

サービス ナイスにいはま 新居浜市上原１丁目１
番４６号

平成２６年
２月１日

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指 定 障 害 児
通所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所の
所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０３０００５８ 一般社団法人在宅ケア
サポートゆらり

宇和島市保手５丁目１
番１６号 菅 原 たつ子 児童発達支援 ナーシングデイゆらり 宇和島市保手５丁目１

番１６号
平成２６年
３月３日

３８５０３０００５８ 一般社団法人在宅ケア
サポートゆらり

宇和島市保手５丁目１
番１６号 菅 原 たつ子 放課後等デイ

サービス ナーシングデイゆらり 宇和島市保手５丁目１
番１６号

平成２６年
３月３日

��������������
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�愛媛県告示第３８３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８４号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに四国中央市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ドラッグストアモリ四国
中央妻鳥店

四国中央市妻鳥町字
上柳ノ内５１５番地１
外

大規模小売店舗を設置する者
の名称

ナチュラル株式会社 株式会社ドラッグス
トアモリ

平成２５年
８月２９日

平成２６年
３月１７日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０６００５３０ 社会福祉法人聖風会 西条市氷見字上寺丙１９５
番地 眞 鍋 敏 朗 生活介護 障害児支援施設東予学

園 西条市楠乙４３８番地２１ 平成２６年
２月１日

３８１０６００５３０ 社会福祉法人聖風会 西条市氷見字上寺丙１９５
番地 眞 鍋 敏 朗 施設入所支援 障害児支援施設東予学

園 西条市楠乙４３８番地２１ 平成２６年
２月１日

３８１１５００３７４ 株式会社あいステーショ
ン 東温市田窪４１番地１２ 秋 元 晃 就労継続支援

Ａ型
株式会社あいステーショ
ン 東温市田窪４１番地１２ 平成２６年

２月１日

３８１０５００５８１ 株式会社アクティブ 新居浜市萩生２３４８番地
の４４ 前 田 由美子 同行援護 居宅介護事業所きらめ

き
新居浜市萩生２３４８番地
の４４

平成２６年
２月１５日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００５０３ 一般社団法人在宅ケア
サポートゆらり

宇和島市保手５丁目１
番１６号 菅 原 たつ子 生活介護 ナーシングデイゆらり 宇和島市保手５丁目１

番１６号
平成２６年
３月３日

３８２３９１０１６５ ＮＰＯ法人ひだまり工
房

北宇和郡鬼北町近永１０２７
番地 高 木 真 弓 共同生活援助 シェアハウスみもざ 北宇和郡鬼北町内深田

６２６番地１
平成２６年
３月２５日
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��������������

愛 媛 県 報平成２６年３月２８日 第２５５７号

２１０



�愛媛県告示第３８５号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

荷さばき施設の位置及び面積 １７８．２㎡ ２３３．７㎡ 平成２６年
１１月２５日

西の土居ショピングセン
ター

新居浜市西の土居一
丁目１５３番地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前７時から
午後９時４５分まで

午前７時から
午前０時まで

平成２６年
３月２０日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前６時４５分から
午後１０時まで

午前６時４５分から
午前０時１５分まで

平成２６年
４月８日

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前６時から
午後１０時まで

午前４時から
午後１０時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

��������������
�愛媛県告示第３８６号

愛媛県民有林林道事業補助金交付規程（昭和３０年３月愛媛県告示第２２２号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２５年

度事業から適用する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

事業の種目

事

業

の

種

目

の

内

容

補助率

事業の種目

事

業

の

種

目

の

内

容

補助率

基

準

率

基

準

率

市町
市町

以外
市町

市町

以外

１

省略

１

省略
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２

林

業

専

用

道

等

整

備

事

業

� 森

林管

理道

の開

設、

森林

施業

道の

開設

並び

に林

業専

用道

の開

設及

び機

能強

化

ア 森林造成

林道（間伐

を行うため

に開設する

林道、水源

山地におい

て複層林施

業を行うた

めの保安施

設事業と林

道の開設と

を一体とし

た事業に係

る林道及び

森林法（昭

和２６年法律

第２４９号）

第３９条の３

第１項の規

定に基づき

指定された

特定保安林

の整備を行

うために開

設する林道

をいう。以

下同じ。）

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の ６

以内

２

林

業

専

用

道

整

備

事

業

� 林

業専

用道

の開

設

ア 離島を除く過疎地域

の市町及び振興山村の

地域で行うもの

同 同 同 １０分

の５．５

以内

イ 離島である過疎地域

の市町及び振興山村の

地域で行うもの

同 同 同 １０分

の ６

以内

ウ 離島を除く過疎地域

の市町及び振興山村の

地域以外の地域で行う

もの

同 同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 １０分

の ６

以内

１０分

の６．５

以内
エ 離島である過疎地域

の市町及び振興山村の

地域以外の地域で行う

もの

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

� �以外の林道整備 同 同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 同 １０分

の ６

以内

イ 峰越連絡

林道（林業

生産基盤の

整備を図り

、農山村地

域の振興に

資するため

、林道規程

（昭和４８年

４月１日付

け４８林野道

第１０７号 林

野庁長官通

知）に規定

� 幹線

林道（

離島で

行うも

の）

同 同 １０分

の ６

以内

１０分

の ８

以内

� 幹線

林道（

�以外

のもの

）

同 同 １０分

の５．５

以内

６０分

の４３

以内

� その

他の林

道

同 同 同 １０分

の５．５

以内
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する自動車

道に該当す

る既設の林

道（以下「

既設林道」

という。）

と他の既設

林道又はこ

れと同程度

の構造を有

する道路施

設との相互

間を峰越し

等により連

絡する林道

をいう。以

下同じ。）

ウ 森林造成

林道及び峰

越連絡林道

以外の林道

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 同

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 １０分

の ６

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内
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村の地

域以外

の地域

で行う

もの

� 林

道改

良・

舗装

ア 幹線林道 同 同 同 同

イ その他の林道（改

良）

同 同 １０分

の３．５

以内

１０分

の３．５

以内

ウ その他の林道（舗

装）

同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

� 林道点検診断・保全整備 同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

� �、�及び�以外の林道整備 同 同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内

２・３ 省略

４ 森林整備事業（農山漁村地域整備交付金関係）

２・３ 省略

４ 森林整備事業（農山漁村地域整備交付金関係）

事業の種目

事業

の種

目の

内容

補助率

事業の種目

事業

の種

目の

内容

補助率

基

準

率

基

準

率

市

町

市

町

以

外

市

町

市

町

以

外

１

育

成

林

整

備

事

業

� 森

林管

理

道

、林

業専

用道

及び

森林

施業

道の

開設

ア 森林造成林道（間

伐を行うために開設

する林道、水源山地

において複層林施業

を行うための保安施

設事業と林道の開設

とを一体とした事業

に係る林道及び森林

法（昭和２６年法律第

２４９号）第３９条 の３

第１項の規定に基づ

き指定された特定保

安林の整備を行うた

めに開設する林道を

いう。以下同じ。）

�～�

省略

１

育

成

林

整

備

事

業

� 森

林管

理

道

、林

業専

用道

及び

森林

施業

道の

開設

ア 森林造成林道（間

伐を行うために開設

する林道、水源山地

において複層林施業

を行うための保安施

設事業と林道の開設

とを一体とした事業

に係る林道及び森林

法（昭和２６年法律第

２４９号）第３９条 の３

第１項の規定に基づ

き指定された特定保

安林の整備を行うた

めに開設する林道を

いう。以下同じ。）

�～�

省略

イ 峰越連絡林道（林

業生産基盤の整備を

図り、農山村地域の

振興に資するため、

林道規程（昭和４８年

４月１日付け４８林野

道第１０７号林野庁長

官通知）に規定する

自動車道に該当する

既設の林道（以下

�～�

省略

イ 峰越連絡林道（林

業生産基盤の整備を

図り、農山村地域の

振興に資するため、

林道規程（昭和４８年

４月１日付け４８林野

道第１０７号林野庁長

官通知）に規定する

自動車道に該当する

既設の林道（以下

�～�

省略
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�������
�愛媛県告示第３８７号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び町

役場において縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

大込（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成２４年３月愛媛県告示第３６９号）

大込の項で指定した標柱４号と次に掲げる地番の土地に存する標柱

５号を結んだ線、標柱５号から標柱２１号までを順次結んだ線及び標

柱２１号と標柱４号を結んだ線に囲まれた区域

郡 市 町 村 地 番 標 柱

喜多郡 内子町 臼杵 ３６６３番 ４号

３６７７番 ５号

３６８５番 ６号

３６８２番 ７号

３６５４番 ８号

３６５３番 ９号

３６６１番 １０号

３６６０番 １１号

３４１４番 １２号

３４１０番 １３，１４号

３３８１番２ １５号

３３８５番 １６号

３３８８番 １７号

３３９７番 １８号

３３９５番 １９号

３４１７番 ２０号

３６６７番 ２１号

�������
�愛媛県告示第３８８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、西予都市計画公園の変更に

係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３８９号
国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）第９条第１項の規定に基

づき、平成１４年５月３１日改定した愛媛県土地利用基本計画の一部を

次のように変更した。

変更後の土地利用基本計画図は、愛媛県庁、各市役所及び各町役

場において一般の縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

別添土地利用基本計画図の一部を次のように改める。

（図面省略）

�������
�愛媛県告示第３９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市下林下土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２６年３月２８日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 竹 村 秀 明 東温市下林甲２８６２番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 上 時 久 東温市下林甲２８６０番地

「既設林道」という

。）と他の既設林道

又はこれと同程度の

構造を有する道路施

設との相互間を峰越

し等により連絡する

林道をいう。以下同

じ。）

「既設林道」という

。）と他の既設林道

又はこれと同程度の

構造を有する道路施

設との相互間を峰越

し等により連絡する

林道をいう。以下同

じ。）

ウ 省略 ウ 省略

２

省略

２

省略

５・６ 省略 ５・６ 省略
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�愛媛県告示第３９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 興居島循環線
松山市門田町丙２１０番３から

同町丙２０９番１６まで
平成２６年３月２８日

県 道 興居島循環線
松山市門田町丙２０９番１５から

同町丙２０９番１８まで
平成２６年３月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山北条線
松山市下伊台町１６８７番５から

同町１６８０番１まで
平成２６年３月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中野川総津線
伊予郡砥部町総津１６３２番３から

同町総津１６３４番２まで
平成２６年３月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 和気衣山線
松山市衣山一丁目２４１番４から

同市衣山一丁目２４１番５まで
平成２６年３月２８日
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�愛媛県告示第３９５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県報発行規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県報発行規程の一部を改正する訓令

愛媛県報発行規程（昭和３１年愛媛県訓令第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（掲載事項の種類）

第２条 県報には、次に掲げる事項を掲載する。

�～� 省略

（掲載事項の種類）

第２条 県報には、次に掲げる事項を掲載する。

�～� 省略

� 一般広告

（一般広告の取扱い）

第７条 県報には、料金を徴収して一般広告を掲載することができ

る。

２ 広告の料金額その他必要な事項については、別に定める。

附 則

この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２４）第４８０７号 平成２４年
８月１４日 片山熔接所 片山 好夫 大洲市菅田町菅田乙７３０

－２
平成２６年
２月１８日 鋼構造物工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１３３４３号 平成２３年
３月７日 （有）インテリアトクナガ �永 清治 大洲市徳森１４８９－１ 平成２６年

２月１８日 内装仕上工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 八幡浜保内線
八幡浜市大平１番耕地７８７番２１から

同市字白浜１５７９番８９まで
平成２６年３月２８日

訓 令
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�愛媛県人事委員会公告第１号
平成２６年度愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候補者試験公告

平成２６年３月２８日

愛媛県人事委員会

愛媛県警察本部

愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候補者試験を次のとおり行います。

なお、この試験を受けることにより、警視庁（東京都）、神奈川県、大阪府又は兵庫県の警察官になるみちがあります。

◆第１次試験日 平成２６年５月１１日（日）

◆受 付 期 間 平成２６年４月２日（水）～４月２１日（月）

〔持 参〕 午前８時３０分～午後５時１５分（土曜日及び日曜日を除く。）

〔郵 送〕 ４月２１日（月）までの消印有効

〔インターネット〕 ４月２日（水）午前８時３０分～４月１４日（月）午後５時１５分

◆試 験 会 場 松山東高等学校

《平成２６年度の変更点》

○身長、体重及び胸囲の身体検査基準を廃止しました。

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試 験 区 分 都 府 県 名 採 用 予 定 人 員 職 務 内 容

大 学 卒

愛 媛 県 ２３人程度

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、

交通の取締りその他公安の維持に従事します。

警 視 庁 ３人程度

神 奈 川 県 ３人程度

大 阪 府 ５人程度

兵 庫 県 ３人程度

第２志望まで選択することができますが、第１志望は必ず愛媛県としてください。愛媛県の第１次試験に合格した場合、第２志望はな

かったものとみなします。

また、申込み後の志望都府県の変更はできません。

２ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 昭和５９年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた男子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）

若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２７年３月末日までに

卒業する見込みの者

ただし、警視庁の受験資格（生年月日）は「昭和５９年５月１３日から平成５年４月１日まで」です。これに該当しない場合は、警視庁

を第２志望とすることはできません。

また、大学等に相当するものについては、他の都府県によっては愛媛県と異なる場合がありますので、志望する都府県に直接問い合

わせてください。

３ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

区分 試験・検査 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時間３０分）

身 体 検 査 －

職務遂行に必要な身体を有するかどうかについて、検査を行います。

項 目 基 準

視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以
上であること。

聴 力 完全であること。

そ の 他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

※基準に達しない項目がある場合、教養試験の得点にかかわらず不合格となります。

人事委員会公告
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スポーツ加点
（愛媛県のみ） ５点

柔道、剣道又はその他スポーツの資格等について、基準を満たしている場合は加点します。

項 目 基 準

柔 道 ２段以上（講道館認定の段位に限る。）

剣 道 ２段以上（全日本剣道連盟認定の段位に限る。）

スポーツ歴

全国規模で行われるスポーツ大会（中学校卒業以
降の大会で地区予選を経たものに限る。）で、日
本選手権、国民体育大会、大学選手権、全国高等
学校総合体育大会、全国高等学校野球選手権大会
又はこれらに準ずる大会への選手としての出場経
験

※加点の申請を行う場合は、申込書裏面の「スポーツ加点申請」の欄に記入の上、資格等を証明する書類が必要です。証
明できない場合又は基準を満たさない場合は、加点しません。

（別表「加点の申請について」を参照のこと。）

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

作 文 試 験 ３０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。
（課題１題、解答時間１時間）

体 力 検 査 －

職務遂行に必要な体力を有するかどうかについて、検査を行います。

種 目 基 準

反復横とび ５０回以上／２０秒間

握力 ４５㎏以上（左右の平均）

上体起こし ２５回以上／３０秒間

垂直とび ５５㎝以上

腕立伏臥腕屈伸 ３０回以上

２０ｍシャトルラン ６５回以上

長座体前屈 ４５㎝以上

※基準に達しない種目が４種目以上ある場合、総合得点にかかわらず不合格となります。

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 －
職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
なお、弁色力については、次の基準で検査を行います。
○弁色力 職務遂行に支障がないこと。

� 第１次試験合格者は、第１次試験の総合得点の高い順に決定します。ただし、教養試験、身体検査のうち、一定の基準に達しないも

のがある場合は、得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験、検査のうち、一定の基準に達しないも

のがある場合は、総合得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）に掲

載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

� 第１次試験当日には、身体検査に適した服装で来てください。

※ 身体検査の基準及び第２次試験の試験方法等は愛媛県のものです。他の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてく

ださい。

別表 加点の申請について

項 目 証 明 書 類 申 請 方 法

柔 道 講道館が認定した段位を証明する書類の写し 受験申込時に申込書裏面の「スポーツ加点申請」の
欄を記入の上、証明書類（Ａ４）を提出してください。
スポーツ歴の加点申請で、「出身校による全国大会

参加証明書（原本）」以外の証明書類を提出する場合
は、原本確認又は追加書類の提出を求めることがあり
ます。この場合、第１次試験当日の受付終了時までに
原本又は追加書類を提出してください。
※ 申込書裏面の「スポーツ加点申請」の欄の記入が
ない場合又は証明書類を欠く場合（申込み後に求め
る原本確認又は追加書類の提出ができない場合を含
む。）は加点しません。

剣 道 全日本剣道連盟が認定した段位を証明する書類の写し

ス ポ ー ツ 歴

出身校による全国大会参加証明書（原本）又は次の�、�の両方が証
明できる書類の写し
� 地区予選を経た全国大会であること
� 大会に選手として出場したこと
※ �は基準で例示している全国大会の場合は不要
※ �は氏名、大会名及び開催年月が明記されたものであること
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４ 試験日、試験会場及び合格発表

区 分 試 験 日 試 験 会 場 合 格 発 表

第１次試験

平成２６年５月１１日（日）

午前 教養試験

午後 身体検査

松山東高等学校

（松山市持田町二丁目２番１２号）

５月下旬

第１次試験当日にお知らせします。

第２次試験
６月中旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
７月上旬

愛媛県の合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、ホームページ上にも掲載します。

また、合格した者には書面で通知します。

※ 愛媛県以外の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

５ 受験手続

� 郵送又は持参による申込み

申
込
用
紙
の
入
手
方
法

ダウンロードする場合
下記からダウンロードして、印刷して使用してください。

（申請書等電子配布サービス）http : //www.pref.ehime.jp/sinsei/title/top.html

郵便により交 付 を

請 求 す る 場 合

封筒の表に「警察官（男性・大卒）請求」と朱書し、宛先明記の返信用封筒（Ａ４判用／角型２号、１２０円切手貼付）

を同封の上、愛媛県人事委員会事務局へ請求してください。

直接入手する 場 合 愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県内各警察署等で交付します。

申
込
方
法

郵送で申し込む場合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、受験票に５２円切手を貼ってください。封筒の表に「警察官（男性・大卒）申

込み」と朱書し、申込書及び受験票を封入し、簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。スポー

ツ加点を申請する場合は、証明書類（Ａ４）を同封して送付してください。簡易書留郵便によらない方法での事故につい

ては、一切責任を負いません。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、愛媛県人事委員会事務局へ持参してください。スポーツ加点を申請する場合

は、証明書類（Ａ４）も持参してください。

受
験
票
の
交
付

郵送で申し込む場合

４月２２日（火）以降に受験票を郵送します。受験票が届いたら、必ず最近６箇月以内に撮影した写真（上半身、脱帽、

正面向き、縦４．５㎝、横３．５㎝）を貼って、試験当日持参してください。

受験票が５月１日（木）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

受付後、その場で受験票を交付します。交付された受験票には、郵送で申し込む場合と同様に、必ず写真を貼って、試

験当日持参してください。

� インターネットによる申込み

愛媛県簡易申請システムの手続案内を確認してください。

（愛媛県簡易申請システム）http : //www.shinsei-ehime.lg.jp/

※ スポーツ加点を申請する場合は、インターネットで申し込むことができません。郵送又は窓口で直接申し込んでください。

６ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候補者名簿に記載され、その有効期間は、この名簿に記載された日

（合格通知書に記載）から１年間です。

この名簿は、原則として、平成２７年４月以降の採用に対するものですが、大学等を卒業した者又は大学等を平成２６年９月末日までに

卒業する見込みの者については、欠員の状況によって、平成２６年１０月１日から採用となる場合があります。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、採用候補

者名簿に記載された者がすべて採用されるとは限りません。

また、採用候補者名簿に記載されても、平成２７年３月末日までに大学等を卒業できなかった場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６か月間初任教養を受けた後、県内各警察署に配置さ

れます。

� 警察官は、誰でも実力次第で昇任することができ、管区警察学校又は警察大学校に入校して、幹部としての教養を受ける機会が与え

られます。

※ 愛媛県以外の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

７ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級２１号給（現行給

料月額１９８，０４７円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手
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当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

※ 愛媛県以外の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

８ 試験結果の開示

この試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭で開示を請求

することができます。開示を請求する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる顔写真付きの書類（学生証、運転免許証等）

を持参の上、午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しくださ

い。（ただし、土曜日、日曜日及び祝日は受付できません。）

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

開示請求できる人 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所

愛媛県の第１次

試 験 不 合 格 者

第１次試験の得点及び順位

（ただし、一定の基準に達しない試験又は検査がある者については、順

位に代えて当該試験名又は検査名）

愛媛県の第１次試験合

格発表の日から１月間

愛媛県人事委員会事務局

愛媛県の第２次

試 験 受 験 者

第１次試験の得点及び順位並びに第２次試験の試験別得点、総合得点及

び総合順位

（ただし、一定の基準に達しない試験又は検査がある者については、総

合順位に代えて当該試験名又は検査名）

愛媛県の第２次試験合

格発表の日から１月間

※ 愛媛県以外の都府県の試験結果の開示については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

９ 問い合わせ先等

申 込 み 先

問 い 合 わ せ 先

愛媛県人事委員会事務局 採用給与課 任用試験係

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話 ０８９－９１２－２８２６

ホームページ http : //www.pref.ehime.jp/employment/

問 い 合 わ せ 先

愛媛県警察本部 警務課

〒７９０－８５７３ 松山市南堀端町２番地２

電話 ０８９－９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２３

フリーダイヤル ０１２０－２０４－７２４

愛 媛 県 以 外 の

都府県に関する

問 い 合 わ せ 先

警視庁採用センター

電話 ０１２０－３１４－３７２

神奈川県警察本部警務課採用係

電話 ０１２０－０３－４１４５

大阪府警察官採用センター

電話 ０１２０－３７０－３１４

兵庫県警察官採用センター

電話 ０１２０－１４５－３１４

��������������
�愛媛県人事委員会公告第２号

平成２６年度愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試験公告

平成２６年３月２８日

愛媛県人事委員会

愛媛県警察本部

愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試験を次のとおり行います。

◆第１次試験日 平成２６年５月１１日（日）

◆受 付 期 間 平成２６年４月２日（水）～４月２１日（月）

〔持 参〕 午前８時３０分～午後５時１５分（土曜日及び日曜日を除く。）

〔郵 送〕 ４月２１日（月）までの消印有効

〔インターネット〕 ４月２日（水）午前８時３０分～４月１４日（月）午後５時１５分

◆試 験 会 場 松山東高等学校

《平成２６年度の変更点》

○身長及び体重の身体検査基準を廃止しました。

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容
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試 験 区 分 採 用 予 定 人 員 職 務 内 容

大 学 卒 １２人程度
個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公安

の維持に従事します。

２ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 昭和５９年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた女子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）

若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２７年３月末日までに

卒業する見込みの者

３ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

区分 試験・検査 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時間３０分）

身 体 検 査 －

職務遂行に必要な身体を有するかどうかについて、検査を行います。

項 目 基 準

視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以
上であること。

聴 力 完全であること。

そ の 他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

※基準に達しない項目がある場合、教養試験の得点にかかわらず不合格となります。

スポーツ加点
（愛媛県のみ） ５点

柔道、剣道又はその他スポーツの資格等について、基準を満たしている場合は加点します。

項 目 基 準

柔 道 ２段以上（講道館認定の段位に限る。）

剣 道 ２段以上（全日本剣道連盟認定の段位に限る。）

スポーツ歴

全国規模で行われるスポーツ大会（中学校卒業以
降の大会で地区予選を経たものに限る。）で、日
本選手権、国民体育大会、大学選手権、全国高等
学校総合体育大会、全国高等学校野球選手権大会
又はこれらに準ずる大会への選手としての出場経
験

※加点の申請を行う場合は、申込書裏面の「スポーツ加点申請」の欄に記入の上、資格等を証明する書類が必要です。証
明できない場合又は基準を満たさない場合は、加点しません。

（別表「加点の申請について」を参照のこと。）

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

作 文 試 験 ３０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。（課題１題、解答時間１時間）

体 力 検 査 －

職務遂行に必要な体力を有するかどうかについて、検査を行います。

種 目 基 準

反復横とび ４０回以上／２０秒間

握力 ２５㎏以上（左右の平均）

上体起こし １５回以上／３０秒間

垂直とび ４０㎝以上

腕立伏臥腕屈伸 １５回以上

２０ｍシャトルラン ３５回以上

長座体前屈 ４５㎝以上
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※基準に達しない種目が４種目以上ある場合、総合得点にかかわらず不合格となります。

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 －
職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
なお、弁色力については、次の基準で検査を行います。
○弁色力 職務遂行に支障がないこと。

� 第１次試験合格者は、第１次試験の総合得点の高い順に決定します。ただし、教養試験、身体検査のうち、一定の基準に達しないも

のがある場合は、得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験、検査のうち、一定の基準に達しないも

のがある場合は、総合得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）に掲

載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

� 第１次試験当日には、身体検査に適した服装で来てください。

別表 加点の申請について

項 目 証 明 書 類 申 請 方 法

柔 道 講道館が認定した段位を証明する書類の写し 受験申込時に申込書裏面の「スポーツ加点申請」の
欄を記入の上、証明書類（Ａ４）を提出してください。
スポーツ歴の加点申請で、「出身校による全国大会

参加証明書（原本）」以外の証明書類を提出する場合
は、原本確認又は追加書類の提出を求めることがあり
ます。この場合、第１次試験当日の受付終了時までに
原本又は追加書類を提出してください。
※申込書裏面の「スポーツ加点申請」の欄の記入がな
い場合又は証明書類を欠く場合（申込み後に求める原
本確認又は追加書類の提出ができない場合を含む。）
は加点しません。

剣 道 全日本剣道連盟が認定した段位を証明する書類の写し

ス ポ ー ツ 歴

出身校による全国大会参加証明書（原本）又は次の�、�の両方が証
明できる書類の写し
� 地区予選を経た全国大会であること
� 大会に選手として出場したこと
※ �は基準で例示している全国大会の場合は不要
※ �は氏名、大会名及び開催年月が明記されたものであること

４ 試験日、試験会場及び合格発表

区 分 試 験 日 試 験 会 場 合 格 発 表

第１次試験

平成２６年５月１１日（日）

午前 教養試験

午後 身体検査

松山東高等学校

（松山市持田町二丁目２番１２号）

５月下旬

第１次試験当日にお知らせします。

第２次試験
６月中旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
７月上旬

合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、ホームページ上にも掲載します。

また、合格した者には書面で通知します。

５ 受験手続

� 郵送又は持参による申込み

申
込
用
紙
の
入
手
方
法

ダウンロードする場合
下記からダウンロードして、印刷して使用してください。

（申請書等電子配布サービス）http : //www.pref.ehime.jp/sinsei/title/top.html

郵便により交 付 を

請 求 す る 場 合

封筒の表に「警察官（女性・大卒）請求」と朱書し、宛先明記の返信用封筒（Ａ４判用／角型２号、１２０円切手貼付）

を同封の上、愛媛県人事委員会事務局へ請求してください。

直接入手する 場 合 愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県内各警察署等で交付します。

申
込
方
法

郵送で申し込む場合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、受験票に５２円切手を貼ってください。封筒の表に「警察官（女性・大卒）申

込み」と朱書し、申込書及び受験票を封入し、簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。スポー

ツ加点を申請する場合は、証明書類（Ａ４）を同封して送付してください。簡易書留郵便によらない方法での事故につい

ては、一切責任を負いません。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、愛媛県人事委員会事務局へ持参してください。スポーツ加点を申請する場合

は、証明書類（Ａ４）も持参してください。
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受
験
票
の
交
付

郵送で申し込む場合

４月２２日（火）以降に受験票を郵送します。受験票が届いたら、必ず最近６箇月以内に撮影した写真（上半身、脱帽、

正面向き、縦４．５㎝、横３．５㎝）を貼って、試験当日持参してください。

受験票が５月１日（木）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

受付後、その場で受験票を交付します。交付された受験票には、郵送で申し込む場合と同様に、必ず写真を貼って、試

験当日持参してください。

� インターネットによる申込み

愛媛県簡易申請システムの手続案内を確認してください。

（愛媛県簡易申請システム）http : //www.shinsei-ehime.lg.jp/

※ スポーツ加点を申請する場合は、インターネットで申し込むことができません。郵送又は窓口で直接申し込んでください。

６ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者名簿に記載され、その有効期間は、この名簿に記載された日

（合格通知書に記載）から１年間です。

この名簿は、原則として、平成２７年４月以降の採用に対するものですが、大学等を卒業した者又は大学等を平成２６年９月末日までに

卒業する見込みの者については、欠員の状況によって、平成２６年１０月１日から採用となる場合があります。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、採用候補

者名簿に記載された者がすべて採用されるとは限りません。

また、採用候補者名簿に記載されても、平成２７年３月末日までに大学等を卒業できなかった場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６か月間初任教養を受けた後、県内各警察署に配置さ

れます。

� 警察官は、誰でも実力次第で昇任することができ、管区警察学校又は警察大学校に入校して、幹部としての教養を受ける機会が与え

られます。

７ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級２１号給（現行給

料月額１９８，０４７円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手

当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

８ 試験結果の開示

この試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭で開示を請求

することができます。開示を請求する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる顔写真付きの書類（学生証、運転免許証等）

を持参の上、午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しくださ

い。（ただし、土曜日、日曜日及び祝日は受付できません。）

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

開示請求できる人 開 示 内 容 開示期間 開 示 場 所

第１次試験不合格者

第１次試験の得点及び順位

（ただし、一定の基準に達しない試験又は検査がある者については、順位に代えて当

該試験名又は検査名）

第１次試験

合格発表の日

から１月間 愛媛県人事委員会

事 務 局

第２次試験受験者

第１次試験の得点及び順位並びに第２次試験の試験別得点、総合得点及び総合順位

（ただし、一定の基準に達しない試験又は検査がある者については、総合順位に代え

て当該試験名又は検査名）

第２次試験

合格発表の日

から１月間

９ 問い合わせ先等

申 込 み 先

問 い 合 わ せ 先

愛媛県人事委員会事務局 採用給与課 任用試験係

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話 ０８９－９１２－２８２６

ホームページ http : //www.pref.ehime.jp/employment/

問 い 合 わ せ 先

愛媛県警察本部 警務課

〒７９０－８５７３ 松山市南堀端町２番地２

電話 ０８９－９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２３

フリーダイヤル ０１２０－２０４－７２４

愛 媛 県 報平成２６年３月２８日 第２５５７号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第１０号
開票区の設置（平成１７年８月愛媛県選挙管理委員会告示第５０号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の開票区は、告示の日以後初めてその期日を公示される衆議院議員の総選挙（以下「次回の総選挙」という。）から適用し、次回

の総選挙の期日の公示の日の前日までにその期日を告示される衆議院議員の選挙については、なお従前の例による。

平成２６年３月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 開票区

市町名 開票区名 区 域

省略

２ 開票区

市町名 開票区名 区 域

省略

内子町

内 子 町

（ 第 ４

区）開票

区

第１投票区、第２投票区、第３投票区、第

４投票区、第５投票区、第６投票区、第７

投票区、第８投票区、第９投票区、第１０投

票区、第１１投票区、第１２投票区、第１３投票

区、第１４投票区、第１５投票区、第１６投票区

内 子 町

（ 第 ２

区）開票

区

第１７投票区、第１８投票区、第１９投票区、第

２０投票区、第２１投票区、第２２投票区、第２３

投票区、第２４投票区、第２５投票区、第２６投

票区、第２７投票区、第２８投票区

選挙管理委員会告示

改 正 後 改 正 前

平成２６年３月２８日 発行

愛 媛 県 報平成２６年３月２８日 第２５５７号
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